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おわりに
は じ め に
社会福祉は今変わ りつつあるといわれる。「福祉」 や 「社会福祉」 という言
葉は高齢化社会やゆたかな社会などという言葉とあいまってマスコミ等をにぎ
わせている。そして最近ではシルバー産業やシルバーサービス,民間の保険に
は介護保険まで登場 し始あている。 とくに高齢者 に対する福祉的サービスは一
大市場を築 き上げそうなほどの勢いである。 また行政が絡みながら民間が経営
するような新 しいサービス供給主体 も現れてきている。
ところが一方で,そ のようないわば華やかなサービスではなく,公的な福祉
サービスを受 けそれでも不十分な生活をおくっている人たちは多い。例えば,
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高齢者の介護にまつわる悲劇的な話はっきない。
社会福祉 は国民の権利として憲法に位置づけられている。そしてこれを保障
するのは国家の責任である。 この論議は現代改あて確認されなければならない。
そしてこれは現代の公私論のなかで再考されている問題である。
社会福祉 において公私論 は古 くからの重要な論点の一っであった。そして現
在 日本では今までにない形で公私論が論 じられている。それは一連の福祉改革
の 「民活」 に関わる論議であり,地域福祉論,在 宅福祉論の中でのサービスの
供給の面での公私論である。
この小論ではこのようにさまざまな問題のある現代の公私論を社会福祉の背
景をふまえなが ら,諸氏の論議を中心にして整理 し,現代の公私論がどのよう
な特徴を持っのかをまず明 らかにし,その問題点を考察することを目的とする。
1.公 私 論 の 視 点
1)戦 後の公私論の視点
一口に公私論といってもその課題や視点はいろいろな視点か ら提起されてき
ている。 そこでまず公私論の範疇でいかなる議論が展開されているのか,と い
うことを最初に考察する。
ここでは特に戦後の日本,つ まり日本国憲法によって国家責任の明確化 と公
私分離の原則がうたわれて以降を取 り上げて考えてみると,この論議は主 とし
て,次 のような視点からとらえられてきたという。
それは,① 国家責任の明確化と公私分離の原則(1946年2月のSCAPIN775は,
これを明確に打ち出した占領政策である),②民間社会福祉の法的地位 ・法的根拠
(社会福祉事業法第五条),③民間社会福祉の資金 ・財源(憲法89条と抵触しないた
めの 「逆理論構成」及び共同募金の導入),④公私の概念の明確化,⑤ 公私社会福
祉事業の特色の検討(特に公私格差への批判と,民間の独自性の追求),⑥公私社会
福祉事業 のニー ドへの対応(民間の効率の評価及び新 しい非貨幣ニードへの対応策
としての,第三及び第四社会福祉サービス供給体制の出現に関する論議),⑦社会福祉
法人の理念 ・組織 ・財源 ・運営の検討(民法上の公益法人との比較及び 「行政の下
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請化」への批判),⑧措置体系そのものの再検討,な どであるD。
このような視点で日本の戦後の公私論は論議が行われてきているが,そ の主
要なテーマは歴史的な経過の上で時期ごとに代わってきている。そ してさらに
それは社会福祉の発達段階や国家政策,社会背景によって変化 している。公私
論の分析はいわばその時期の社会福祉をめぐる論議,よ り具体的にいえば社会
福祉政策の運営と法的根拠,そ してその現状の分析にその視点をおいてきたと
いえるのではないだろうか。
2)戦 後の公私論の視点の変遷
右田紀久恵氏は戦後の公私関係論の系譜を時期区分をすると,①戦後期,②
1960年代末から1970年代前半,③1980年代の三段階に大 きく分けられると
している。そして,そ れぞれを①公私分離体制の推進 と,それをめぐる論議が
「施設」 をベースとして展開された時期,② 「公私格差是正」 と 「公私概念の
整理」をめぐって展開された時期,③ 在宅福祉における公私役割分担が提示さ
れるようにな り,民間性 をいかに考えるか,と いう時期であると区分 してい
る2)。それはいずれ もその時期の社会背景や社会福祉の論議 と深 く関わる問題
である。現代的な視点でいえば,公私論は公私の関係そのものだけではなく一
連の社会福祉改革と深 く関わ り,在宅福祉,地域福祉の論調 とも関わっている
中でいわば全 く新 しい論議が行われている。また,日本だけでなく世界的潮流
であった一連の福祉国家改革,す なわち新保守主義の台頭 と深 く関わっている
問題で もある。いわば,福祉改革論の"も うし子"と して生み出されてきた現
代の公私論は 「最低基準や ミニマムの理論化やその設定作業が固まる時を迎え
得ないままに」3)登場 してきている。
2.現 代 の 公 私 論
1)公 私論の現代的転換
前章の最後で述べたように現代の公私論の論議 は,いわば公私論の論議での
その前時代にあった課題を充分理論化されないままに生まれてきたという。 こ
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のいわば公私論の 「現代的転換」ともいうべき現象はどのようなものであろう
か。 ここでは特に前述の時期区分での②か ら③,す なわち 「1960年代末から
1970年代前半」か ら 「1980年代」への転換の論点を詳 しくみてみる。
70年代か らの公私論の論点の変化は変化前の論点では公私間の施設のレベ
ルの均等化,正 確にいえば,私一すなわち民間の施設の処遇条件や労働条件な
どをいかに公のレベルまで引き上げるのか,と いう視点が中心 となってきてい
た。そしてそれは,公 の果たすべき役割と私一民間の果たすべき役割をそれぞ
れ選択ではなく,公に対して私を代替や補完の,批判されるところでは下請け,
の役割でとらえてきたということができる。これを典型的に表 したのが,図1
である。 この論点では,民間の独 自性 ということが一っの大きな視点 となり,
民間が行政の下請けになってはならないということが焦点であった。 またもう
一点 として国家責任の明確化と公私分離の原則の尊重が焦点になっていた。 こ
のことは.「公私の社会福祉全体の基盤を,社 会的 ・国家的に整える」4)こと
で補償 されるべき問題であった。公的な ミニマムの設定 とそのうえでの民間の
先駆性や開拓性 といった特色を生かすための前提 としての論議だったのである。
一方変化後の論調では,まず公私の社会福祉を 「一っの全体」 として考える
A ED
第一種社会福祉事業
第二種社会福祉事業の うち,
保育事業など,その実施 が
公的責任 とされているもの
保育事業など,その実施が
公的責任とされているもの
を除 く第二種社会福祉事業
青少年のグループ活動援助
小規模事業など
資料 東京都社会福祉協議会資料による。
図1社 会福祉事業の分類
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のではなく,サービスをニー ドに応 じていかに供給するかという視点の重視か
ら公私共同や公私(機能)分 担等にっいての論議が中心になってきている。 こ
の潮流は,例 えば 「施設一在宅格差」5)や,公私の役割分担(公的範囲の民間へ
の委譲)な どという形で述べられている。
このように現代の公私問題はサービス供給という面でその組織化と役割分担
が主な焦点であり,公私の関係のあり方も従来のような 「一っの全体」 という
考え方ではなく,それぞれが別個な形で考え られてきている。サービスをいか
に して供給するかというサービス論の中に公私の関係 は取 り込まれた形になっ
ている。
すなわち,社会福祉サービスの供給の中での公私の役割をいかに設定 し,そ
の ミニマムを確保 しながら供給するのか,っ まり社会福祉施設における公私の
格差をいかにして是正するかが公私関係論の主点であった時期から,公 と私の
それぞれの特徴を組み合わせながら,サービスをいかに供給するのかという脈
絡に変化 しているということであろう。換言すると最近の変化 は,前章の戦後
日本の公私関係論の視点か らいえば,公 私社会福祉事業の特色の検討 ・(特に公
私格差への批判と,民間の独自性の追求)か ら公私社会福祉事業のニー ドへの対応
(民間の効率の評価及び新しい非貨幣ニードへの対応策としての,第三及び第四社会福
祉サービス供給体制の出現に関する論議)へ と移 り変わっているといえるのではな
いだろうか。そしてこのことは,繰 り返 しになるが社会福祉政策の論調そのも
のの変化に大 きく関わっている。それはナショナル ・ミニマムの保障 という観
点から,いかにしてサービスを供給するのかという面に変化 してきた,そ の変
化の脈絡内なのである。そ してこの公私論の変化の背景は現代の公私論におい
てはその理論的基礎になっている。
2)現 代の公私論の背景
福祉改革 と公私論の関連 にっいては,例 えば昭和60年に出された 「老人福
祉のあり方について(建議)」6)では 「公的部門の役割」 「インフォーマル部門
の役割」 「民間企業の活用 と規制」 が章別に述べられており,そ れぞれの役割
分担が主要な課題とされているし,S.61年版の厚生白書では 「福祉サービス
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については,行政 による一方的なサービス供給の形式か ら,ニー ドを有するも
のが,サ ービスを利用するという供給方式への流れ」7)へと移行 しているとい
うことがいわれている。
このような政府関連の文章の中での指摘に加えて,公 私論の論議は新たな政
策の運営の視点として提起 されてきている理論の主要な論点となっている。こ
のことは,以 下の三浦文夫氏の論議に典型的に示されるだろう。
三浦氏 は 「社会福祉における公私の役割(機能)分担の論議は,古 くて新 し
い問題である。」8)といい,最 近改あて公私論が再検討されてきている背景を
第1に 「わが国の社会福祉の規模は著 しく拡大 し,それにっれて社会福祉の制
度化がいちじるしく進んだということの反省 として改あて,公私の役割が問い
直されている」 とし,一般国民が社会福祉の過度の制度化 と,官僚化によって
社会福祉か ら遠ざかっているためであるという。第2に 「社会福祉の発展に伴
う社会福祉の政策ニー ドの変化による,社会福祉サービスの変化にも深い係わ
りを持っているようである。」 とし,政策ニー ドが 「貨幣的ニード」 か ら 「非
貨幣的ニー ド」へ変化してきているので,そ れに対応する社会福祉のあり方を
追求するため。第3に 「社会福祉のあり方が,従 来の救貧的 ・防貧的な対策か
らより広い意味での人々の自立 ・社会参加を求める方向に転換 しっっあるとい
うことに関連 している。」 とし,こ のことに伴 って,応 能負担やサービスの購
入が拡大するため。最後に 「最近の経済不況とこれに関連 して深刻となった財
政危機 との関わりということがある。」 といい,「福祉見直 し」論が背景にある
という9)。
このよ うな社会福祉(政策)の変化や一般的な政策の変化が特に公私論 の
サービス供給の側面に大きな変化を与えているようである。そしてこのような
背景で現代の公私論の視点は抽象的には,サ ービス供給体制の問題 と 「家族
(個人)一地域一行政の間の関係をめぐるもの」,すなわち 「それは社会構造の
仕組みか ら発する社会的ニー ドの文脈におけるそれ」の公私関係があり,そ し
て両者が どのような関連にたっているかが問題である10)。さらにまた政策の
運営に深 く関わるサービス供給体制の公私関係の中での公私問題は 「一つは,
公的福祉 と民間福祉 とを一つの全体と考え,そ の中で,公 の果たすべき役割,
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私の果たすべき役割を考察 し,それが,一 つのシステムを構成するにはどのよ
うな要件が必要であるか という形で問題を提起する場合であり,他方のそれは,
公ないし私を各々別個の主体 と考え,各 々のシステムが他者に対 してどのよう
な影響を及ぼ してきたか というように考えるやり方」がある11)という指摘が
ある。現代の公私論の視点からいえば,特 に問題 とされているのはサービス供
給の中で公私が各々別個に考え られ,そ れぞれがいかに独立 し関係 しているか,
が問題になる。 このことは,先 の公私論の変化の背景の引用をした三浦氏の理
論をみるときいっそう明 らかになる。
3.現 代 の 公 私 論
三浦氏は公私の機能(役 割)分 担を社会福祉サービスの選択と運営 にあたっ
ての必要な原則である12)といい,公 私の分担にっいて以下のように述べてい
る。
まずサービス供給(ニ ード充足)に おいて公私の関わりは 「ニード充足を誰
が担当するか(遂行上の役割二performance)というこ ,ニ ー ド充足に必要な
資源の調達を誰が行 うか(資源調達の責任一responsibility)ということの区別で
ある。」そ して遂行上の役割と資源調達の責任は必ず しも同 じものではなく,
明確な判断基準が必要であるという。そしてこのことから社会福祉における資
源調達の責任を公私いずれかが負 うかという観点でその責任分担をまとあると,
① 公的責任に帰属すべきもの
② 公私いずれの責任が明定化 しえないが,公 的に資源調達を図る方がよい
と認あられるもの
③ 公私いずれの責任か明定化 しえないが,私 的なニー ド充足機構にゆだね
たほうがより効率的であると考えられる場合
④ 私的にゆだね られる場合
という四っの分類ができるだろうという13)。この分類の基準には市場メカニ
ズムと家族のニー ド充足機能の二っがその要因として挙げられている。
また他方,社 会福祉供給組織の理念型は 「公共的福祉供給システムと非公共
・,
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1公共的福祉供給システムB:黯 鑠 黐馨
腓 公共的福祉供給システム(
2:嬲嵳楢 韆)供繝 織
図2福 祉供給組織の理念型
的福祉供給 システムに大別され,さ らに公共型福祉供給 システムには国あるい
は地方公共団体等による福祉供給組織(行政型福祉供給組織)と認可団体 による
福祉供給組織に分けることができる。 これに対 して非公共的福祉供給 システム
として,市 場メカニズムにもとつ く市場型福祉供給組織と住民の参加による参
加型福祉供給組織にわけることができる。」 として,こ れを図示 したのが図2
である14)。
またこのようなサービス供給の判断基準 として 「ニー ドおよびサービスを市
場的 ・非市場的に分類 し,他方で正常な家族で充足可能なニードと,充足が困
難なニー ドを区分 し,これに基づいて社会福祉の運営における公私の機能分担
を判断することが可能であろう」 といい,こ のような第1次 的な判断に加えて,
次の5つ の判断が加味されても良いという。第1は,そ のニー ドが義務的かそ
れとも任意的かという判断基準。第2は 基礎的ニー ドと追加的ニー ドの判断基
準。第3は,そ のニー ドの充足をはかることが強制的か否か。第4は,補 償的
ニー ドか否か。 ここでいう補償的ニー ドとは,ニー ドの原因が公的責任 とされ
るか,あ るいは原因者が特定化できず,そ の補償の一端を社会的に果たす こと
が求め られているニー ド。 第5に,そ のニー ドが普遍的である場合15)。この
ような5っ の基準がさらに与え られている。
このように公私論の枠組みの特にサービス供給の論議はここに典型的に現さ
れているように 「ニー ド」の内容の分析を行い,そ の 「ニー ド」の内容に応 じ
て公私それぞれのニー ド対策の役割を もった供給組織がいかなる形で行 うかと
いう枠組みで,そ の論議は 「ニー ドの質が公私どちらに適合するものなのか」
が公私論の主要な視点 となっている。その供給組織の問題 としては責任の所在
よりも公私それぞれの供給体制の性格や効率性が重視される形になっている。
このような三浦氏の所論に対 して特に公私関係をめ ぐる論議の中では,そ の
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ニー ドの判定基準や,責任の明確性などの問題についてなど多岐にわたって批
判がなされている正6)。この批判については後に少 し詳 しく触れたい。
4.公私概念と民間の概念の変化
これ までの現代 の公私論 を変化 をみて くる中で,そ の典型的な変化の中に公
私論での民間の概念 の変化(拡 大)が み られ る。 そ してそ れは特 に,こ れまで
取 り上 げて きた理論 の中で は,民 間へ の新 しい 「役 割」の付与であ るとみ るこ
ともで きるだ ろう。 そ こで現代 の公私論 の問題点を指摘 して い く前 に,公 私 の
概念,特 に 「私」 の部分 の概念 の検討 を少 ししてお きたい。
従来 より公私 の問題 が述 べ られ るときの主要な問題の一っ には公 と私,そ れ
ぞれの概 念の明確化 とい う問題 があ った。 ここで ははっきりと公私の概念 を定
義す るので はな く公私関係 の中で どのよ うに整理 されてい るかを見てい くこと
にす る。
最近 の 日本 の論調 の中で公私概念 にっ いて触れ られ るときよ く参考 として挙
げ られ て い るの が イ ギ リス の例 で あ る。 イギ リスの論 調 で は公 私 問題 は
formalの部門 とinformalの部門 の役割をめ ぐる論議 のよ うである。特 にウル
フ ェ ンデ ン報 告 の 中 で 述 べ られ て い る よ うに サ ー ビス供 給 シ ス テ ム を
statutory,voluntary,private,informalの部 門 に分 けて把握す ることは日
本 のイ ンフォーマル部門尊重 の論調 に大 き く影響 を与えてい るともいわれてい
る17)。
公私関係論 を考 える ときに公一私 ということをは っきりと 「公的」 に対す る
「私的」,も しくはやや漠然 と 「公的」 に対 して 「公 的でない もの」 と抽象的 に
は規定 で きる。上記 のイギ リスの論調で は 「公的」 な もの はstatutoryであ り,
それ以外 の もの,す なわち 「私 的」 な もの,「 公 的でない もの」,はvolun-
tary,private,informalにあたると解釈で きよ う。 また別 の論議で は 「私 的」
な ものに当たる民間や イ ンフォーマルの部門には基本 的に民 間企業 による営利
目的 の もの は含 め ない とい う主 張 もあ る(イ ギリスの場合でいえば,privateは
informalな部門ではない第三の部門であるといえようか)。この指摘 にそ って抽象的
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な論議をすれば,「私的」なものと 「公的でないもの」 は区別 されるというこ
とである。
しか し,世界的な潮流 としての民営化‐privatasation一での 日本の思想的
潮流を,一 般的なサービスの民営化一privatisation一の理解をみると,① 行
政サービスを含む公的事業の一部を民間へ移す こと,②民間部門で支配的な経
営形態や経営手法,管理形態や管理手法を公共部門 ・行政組織に導入すること,
であるといわれる18)。民営化の潮流を参考にしてみると 「私的」 なものはイ
コール 「公的でないもの」 と広 く理解できよう。 このようにもっとも広 く民間
の営利企業 も含あた公的でないもの,行 政外のものというとらえ型が現代の日
本では一般的であろう。それは前述の三浦氏や政府の関連文書にもみられる論
調であるし,日本の現代の公私関係論が臨調行革の民営化思想 と深 く関わって
いるということを考慮すると,広 く民間の営利目的なサービスも含あて論議 し
なければな らないだろう19)。
っまりここで明らかになったように,「私」 の概念にサービス供給の役割を
付与されて拡大 された状況が明 らかであろう。
公私論の80年代の変化は,そ の大 きな要因にとらえられる民間部門の広さ
や福祉の範疇にとらえられてきている民間の,俗 にいわれるような社会福祉
サービスが変化,と くに拡大 してきているということを指摘することができる。
これはそれ以前公私論の中核を為 していた公私間の格差の論議の中でとらえら
れてきていた 「私」の部分の範囲での民間施設ではなく,現代の論調では例え
ば三浦氏のいう第三のセクターであるとか,「企業福祉」や 「有料福祉」 とい
う部分を 「私」の部分の範疇として論議の中で意識 しているということである。
このような私的部門の拡大が現代の論調に大きな影響を与えている。
5.現代の公私関係の課題 と問題点
これまで公私関係の歴史的な展開か ら現代の公私関係論の潮流を見てきたわ
けだが,最 後 に今までの整理から課題と問題点を指摘 したいと思う。
まずは じめに国家責任の論議 とも絡む問題であるが,責任の分担についての
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問題である。社会福祉において公私の責任の分担ははっきりできるのかどうか
という問題がある。 三浦氏の指摘にあるように,責 任(こ こでは費用)の 役割
と遂行の役割は別問題である。公私関係論は財政負担の問題だけではないとい
われるのは最近のことであるが,別 問題であるからこそそれぞれをもっと深 く
検証する必要があるので はないだろうか。すなわち近年言われる 「公私協同
(共同・協働)」は,責 任の役割においてと遂行の役割において とその両面にお
いて考えられる必要がある。「誰がどのような形で社会福祉の責任を持っのか」
このことが福祉改革下での国家責任の新たな問直 しになるのではないだろうか。
それは単に公的な部門を私的部門に委譲するか否かという問題ではな く,民間
性の弾力的な運用の導入 という論点で,公 的責任がいかにして果たされるべき
かという論議である。現在公的なサービス供給にも次第に費用の負担が取 り込
まれてきている。現代でも所得のない人には費用負担を軽減 してあげますとい
うことで国が施設をっくる,ヘ ルパーを派遣するのに補助 しているから公的責
任だといっていることにす ぎない。社会福祉の保障はいうまでもなく国民の権
利である。公的な保障がなされないままの社会福祉の運営はもはや社会福祉 と
はいえないのではないだろうか。
二つ目に民間の福祉,す なわち 私'の 面の福祉の分析に関 しての点である。
最近の民間活力の導入は,さ きのウルフェンデ ン報告の四つのサービス供給シ
ステムーstatutory,voluntary,private,informal‐にも見 られるように,地
域福祉や在宅福祉の論調とも深 く関わって,家族や地縁 親族などといったイ
ンフォーマルな部門,ボ ランティアや互助といわれる部門,そ して民間の営利
団体によるものといった点が強調され,従 来の民間施設は格差是正がなされた
とみなされたのか,在 宅福祉の論議に関係ないと思われているのか,扱われる
ことが少ない。あくまで地域福祉,在 宅福祉の論議は施設をはず しては考えら
れない問題である。民間の社会福祉の施設のあり方についての論議は,歴史的
な展開か らみても民間とは何か,私'と は何かを問直す論議であった。公私
関係論の中で民間社会福祉施設の問題は再び問直される問題ではなかろうか。
それは戦後の論議の中でずっと問題になってきている措置費の問題をはじめと
してさまざまな問題を抱えている。
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サービスの選択,特 に民間のサービスの選択は当然市場原理か ら逃れるもの
ではない。 サービスの階層化はいかなる形でか起 こるだろう。その要因は様々
なものが考 えられる。例えば,公 的サービスが義務的で,私 的サービスが選択
的であるとするならば,義務的な公的サービスはその質は当然低いものとなり,
質の高い私 的サービスは購買力のあるもののみが購入できる事態が起 こる。 こ
のような状態はすでに一部のサービスにおいておきている。地域格差や学力格
差など,現在社会福祉以外の社会サービスで起きている状況が社会福祉の分野
にも民間の導入によりさらにその度合いを強めるだろう。 また高島進氏は一部
の国民が市場より購入するサー ビスが果たして社会福祉のサービスであるの
か20),という点を述べている。 民間の供給組織によるサービスのどこまでが
社会福祉のサービスなのだろうか。 このことは民間サービスの公共性の問題も
考えなければならないことを示唆している。社会福祉サービスとして提供され
る民間のサービスがどの種類によって公共性をもちえるのか,こ れからの民間
サービスを考えるうえで重要な問題であろう。
最後に,こ の論文では現在の公私論の整理の上でその問題点を考えてきたわ
けだが,現 代の公私論は根本的な問題を抱えているように思 う。それは現代の
公私論がサービス供給論に偏っていることである。はじめの公私論の整理のと
ころでふれたように,70年代 までの公私論は施設の公私格差が主点となって
いたが,そ れはサービスという言葉を使えば,け っしてサービスを公私 どちら
が供給するかという問題ではなく,サービスを受ける側が公私の格差が存在す
るために,サ ービスの受給に差を生 じていたというのが主要な問題であった。
あくまで社会福祉の対象者がその主役の重要な位置にあ り,供給体制などの問
題はその主点を考える上での方法にす ぎなかった。現在の公私論ではサービス
供給 というものが主点となり,対象者は 「消費者」としての位置づけしか与え
られていないように思える。 もう一度対象者中心の公私論を構築する必要があ
るように思 える。 このことは社会福祉論の根本的な問題である。既に数多 くの
理論的批判 がみられるように,現在の政策的背景になっている理論に対 し根本
的な問題の指摘がなされている。公私関係の論議はあくまで社会福祉の論議の
中の一範疇であり,政策技術的な問題であるが,ま た国民にとっても身近な問
..
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題である。前にも指摘 したように,民間の営利的なサービスをどのように利用
してい くのか,根本的にそれは社会福祉なのか。現実は走 り始めている。
お わ り に
これまで現代の公私論の特徴を主に,それ以前の論議 との比較 と三浦氏の理
論によって概観 し,その問題点を指摘 した。社会福祉の特に社会福祉政策での
公私論は今大きな転機のただなかにあるといって良いように思 う。特にそれは
述べてきたように既存の組織やサービスを大 きく変化させるものである。現実
にはいろいろな局面で変化は現れ,そ のスピー ドは加速 している。公私関係の
問題はその機能的な問題だけにとどまらず,本質的な問題に問いかけているの
である。
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